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研究成果の概要（和文）：火山由来土から成る斜面における地震地すべりの発生リスクを評価するため、風化軽石を含
む鋭敏粘土の力学特性の把握とともに、こうした地層を有する斜面が関東地域でどのように分布しているかを、ボーリ
ングデータベース等に基づいて検討した。また、斜面での現地調査およびサウンディング、採取した土試料による室内
試験等に基づく土の物性評価などによって、個々の斜面のリスク評価を効率的に実施するためのケーススタディを行っ
た。

研究成果の概要（英文）：Mechanical properties of sensitive clay with weathered pumice were investigated 
for evaluation of potential risk for earthquake-induced landslide in the slopes with volcanic soils, and 
the distributions of such slopes were estimated by the public database for ground profiles obtained from 
past engineering works. Case studies for developing simple risk analysis method for each slope were also 
performed with field investigation, measurements and laboratory tests with sampled specimens.

研究分野：地盤工学
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１．研究開始当初の背景 
(1) 2011 年に起きた東北地方太平洋沖地震
では、東北、北関東地方の各地で、地震動に
よって引き起こされた地すべり、土石流など
の土砂災害が発生した。地すべり、土石流は
道路を寸断し、時には近隣周辺の住宅建物な
どを破壊するなど多大な被害をもたらした。
このような被害から身を守るために、今後の
大規模地震時の地すべりに対する防災・減災
対策は不可欠である。 
 
(2) 関東地域の山地や丘陵等に広く分布し、
軟弱かつ鋭敏な粘土層として知られている
風化火山灰質粘性土は、土工事中の重機振動
等によっても容易にトラフィカビリティを
失うことがある。こうした土が強い地震動を
受けると急速に強度低下をする懸念があり、
例えば斜面内に同地層が存在する場合、地震
時に崩落土砂の長距離移動を伴う流動性地
すべりを発生する可能性がある。2011年東北
地方太平洋沖地震の際に福島県南部や栃木
県内で発生した地すべりには、このような事
例が多く見られた（図-1は一例）。 
 

 
 
図-1 白河市葉ノ木平地区の地すべり． 

 
２．研究の目的 
(1) 関東地域の山地や丘陵等に広く分布し、
軟弱かつ鋭敏な粘土層として知られている
風化火山灰質粘性土の工学的性質、特に、そ
の動的強度・変形特性を把握する。また、こ
うした強度変形特性と密接に関わる、地層中
での自然含水比と液性・塑性限界との関係な
どを採取試料に基づいて調べる。 
 
(2) このような地層を挟在し、地震時等に不
安定化する可能性がある斜面を効率的に発
見するため、斜面地において少人数で実施可
能なサウンディング手法として、簡易動的コ
ーン貫入試験を取り上げる。実際にこのよう
な地層を有する斜面において貫入試験を実
施し、貫入抵抗値の深度分布等に基づいて鋭
敏な地層を把握する可能性を検証する。 
 

(3) 関東地方の各地にこのような軟弱かつ
鋭敏な風化火山灰質粘性土が分布するが、こ
うした地層が主に関東ローム層内の軽石の
風化などにより形成されることに着目し、各
給源火山の軽石の降下域、ならびに軽石が風
化（ハロイサイト化）して鋭敏な粘性土に変
化していく過程などを、火山および地質関連
の既往の文献等により調査する。 
 
(4) 既存の地盤情報データベース等を参照
して、軽石を挟在する粘性土層の堆積厚さの
分布などを広域的に調べる。また、実際の斜
面災害との相関性について、東北地方太平洋
沖地震の際の地すべり災害箇所の広域分布
と地層特性の分布傾向とを比較し、有意な関
係の有無を検討する。 
 
３．研究の方法 
(1) 関東地域の鋭敏な風化火山灰質粘性土
の力学特性を把握するための一例として、群
馬県安中市松井田町横川地区の道路拡張工
事現場の斜面掘削部において、鋭敏な軟弱粘
土層の不撹乱試料等をブロック採取した。斜
面上部には竹が多く繁茂していたことから
平時より地下水位が高く、斜面内の土の軽石
成分の風化が促進されていたことが推定さ
れる。実施した力学試験は液性・塑性限界、
一軸圧縮試験、三軸圧縮試験、一面せん断試
験、最小最大密度、保水性試験である。 
試験を実施した試料は、凝灰質粘土（風化
軽石）、未風化軽石および火山灰質粘性土の 3
種類である。以下、順に試料 W（Weathered）、
U（Unweathered）、L（Loam）とする。これら
の土試料は浅間山の噴出物である 25ka 前後
の浅間板鼻軽石層群（As-BP グループ）付近
に堆積しており、給源火山からの距離は 20km
程度である。試料 W、L は粘土質であったの
に対し、試料 Uは軽石の粒形状が明瞭に認め
られた。自然含水比は、試料 W、U、Lの順に
97.21%、127.60%、91.02%であった。各試料
の様子を図-2 に示す。 
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図-2 現場採取試料の様子． 

 
(2) 前項と同じ現場において、工事のため
に斜面内2箇所で実施されていた標準貫入試
験の結果を参照しながら、計 7箇所で簡易動
的コーン貫入試験（図-3）を実施した。両結
果を比較することで、より簡易なサウンディ
ングである後者の有効性が検証された。 
 



 

 

図-3 簡易動的コーン貫入試験の様子． 
 
(3) 関東地方の各地に分布する軟弱かつ鋭
敏な風化火山灰質粘性土の成因について分
析するため、既往の文献を収集した。 
例えば、南関東地方も北関東地方同様に箱
根山・富士山を給源とした火山噴出物および
風成二次堆積物により構成される多くの台
地・丘陵が存在している。多くの噴火活動に
より堆積したテフラの中で東京軽石層（TP）
は、南関東に広く分布する約 6万 5千年前の
プリニー式噴火の降下軽石層であるが、これ
に関しては同一の軽石層に対して複数地域
の試料を採取し、堆積環境の違いなどによる
風化変質の違いについて検討した研究が従
来行われてきている。本研究においても、こ
うした研究による知見を参照した。 
 
(4) 東北地方太平洋沖地震で多数の地すべ
りが発生した栃木県地域を例に、ローム中の
風化軽石層の存在と地すべりとの因果関係
について調べるため、「とちぎ地図情報公開
システム」（栃木県県土整備部）の地盤情報
データベース内のボーリング柱状図を引用
して、ボーリング地点ごとのローム層厚をま
とめ、その広域的な分布性状と地すべり発生
箇所の分布とを比較した． 
 
４．研究成果 
(1) 群馬県安中市松井田町横川地区の道路
拡張工事現場で採取した土試料による各種
試験から多くの知見が得られた。例えば、液
性・塑性試験を試料 W，L について実施した
ところ、試料 Wでは液性限界が 71.50%と、液
性限界が自然含水比を大きく上回る結果が
得られた。これは、地震動などによりこの土
が乱された場合、急激な強度低下を引き起こ
す危険性があることを示唆する。また、サク
ション制御の保水性試験結果による水分保
持曲線によれば、これらの土は一般土質材料
に比べ保水性が高く、高飽和度が維持される
ことが示された。 
 
(2) 前項と同じ現場における簡易動的コー
ン貫入試験の結果によると、貫入抵抗を標準
貫入試験の N値に換算した値は、実際の N値

と良好に一致することが分かった（図-4はそ
の一例）。また、本試験法は標準貫入試験よ
りもはるかに実施が安価であり、深度方向の
分解能も細かい優位性がある。一方、深度が
大きくなるなど、貫入抵抗の大きな層を通過
する場合には貫入力が不足するため、調査対
象となるのは斜面のおおむね 5ｍ程度以浅の
表層に限られることが確認された。 
 

 
 
図-4 簡易動的コーン貫入試験と標準貫入
試験の結果の比較（N値で比較）． 
 
(3) 関東地方に分布する風化火山灰質粘性
土の成因について分析するための既往の文
献のいくつかによれば、給源火山からの距離
が遠くなるにつれハロイサイトの生成が進
んでいないことが確認されていることが分
かった。また、ハロイサイトの生成と風化の
程度の関係は、前項の横川地区の風化軽石に
もみられた通りハロイサイト生成率が多い
ほど、風化が進んでいることが指摘されてい
た。一方、本研究の一環として実施した現場
調査において、給源火山からの距離が遠いに
もかかわらず局所的にハロイサイトが卓越
している現場が存在したが、その地域は集水
地形となっていることが確認されており、集
水地形であるため地下水や雨水の通り道と
なっていたことが要因となり、局所的にハロ
イサイトが卓越していたと考えられる。 



 この距離と風化の程度の関係は、東京軽石
層上部に堆積するローム層（火山灰質粘性土
層）の厚さが要因となっていることが予想さ
れる。ローム層は、給源火山からの距離が遠
くなるにつれ、その層厚は減少し、逆に給源
火山からの距離が近くなるにつれローム層
は厚くなることが一般的に言え、給源火山か
ら近い地域の東京軽石層の上部では厚くロ
ーム層が堆積し、風化変質に必要な SiO2 の
供給が良くなされていたことがこの現象の
要因ではないかと考えられる。 
 
(4) 「とちぎ地図情報公開システム」（栃木
県県土整備部）のボーリング柱状図を引用し
て、ローム層厚の広域的な分布性状を集計し
たところ、図-5 のような結果が得られた。こ
こで、柱状図中に記載されている各ボーリン
グ地点に存在するローム層の厚さをすべて
合計した数値を用いていることに注意され
たい。ローム層の堆積はおもに標高の低い平
地から丘陵地に集中しており、急勾配な斜面
や山地が発達する西部においてはほぼ存在
しないことがわかる。また、地すべりが多数
発生している栃木県中東部において、比較的
層厚の厚い地点が存在するなど、地すべり発
生とローム層厚には一定の相関があること
がわかった。ローム層が厚いほど風化軽石に
起因する鋭敏かつ軟弱な粘土層を挟在する
場合が多いことがこれに関係していると考
えられる。今後の検討が必要である。 
 

 
 
図-5 栃木県内のローム層厚の分布特性と
東北地方太平洋沖地震時の地すべり発生箇
所との相関性． 
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